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Ⅰ は じ め に

2006 年 8 月 に ド イ ツ で 一 般 平 等 取 扱 法

(Allgemeines Gleichbehandlungsgesetz, AGG1)) が

施行された｡ 同法は差別禁止に関する EC 指令を

国内法化するものであり, ｢人種・民族的背景,

性別, 宗教・世界観, 障がい, 年齢または性的指

向を理由とする不利益取扱｣ を, 労働関係の開始

から終了にいたるまで禁止する｡ これまでドイツ

では, 差別について個別的な対応がとられるにす

ぎなかった｡ たとえば性差別禁止は, ドイツ民法

典 (BGB) 611a 条以下に規定されていた｡ そのた

め差別禁止はドイツ労働保護法における中心的な

役割を担ってこなかったとされている2)｡ ドイツ

でこれまで包括的な雇用差別禁止法が制定されな

かった理由としては, BGB 等による差別禁止規

定が存在したことのほかに, 解雇制限法等の労働

保護法により雇用差別も間接的に規制されてきた

こと等が挙げられる3)｡ これに対して一般平等取

扱法は, 差別禁止というこれまで中心的ではなかっ

た観点から, 広範な差別禁止事由を以て, 労働関

係の開始から終了までの広い範囲でドイツ労働法

を規制することになる｡ そこで, このような新た

な法規制はドイツ労働法にとってどのような意義

を有するのか, すなわち, 差別禁止という観点か

らの法規制はドイツ労働法に何をもたらすのか,

あるいは, 従来の状況にあまり変化を与えないの

か, 等の点が注目される｡

本稿では, 一般平等取扱法の制定を契機として,

差別禁止という観点がドイツ労働法に与える影響

について分析する｡ 以下では, まず立法経過を描

き (Ⅱ), そこで一般平等取扱法が何をもたらそ

うとして制定されたのかを明らかにする (Ⅲ)｡
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そして, 実際にはどのような影響を与えるのかに

ついて分析する (Ⅳ)｡ 最後に, ドイツでの一般

平等取扱法制定の背景や課題, 日本法への示唆に

ついての指摘をしたい｡

Ⅱ 差別禁止によって何をもたらそうと
したのか

1 雇用差別禁止に関する EC指令

(1)EC 指令の採択の経緯

EUでは, 2000 年以降, 差別禁止に関するEC指

令が相次いで採択された｡ 人種・民族差別禁止指

令 (2000/43/EC), 雇用差別禁止指令 (2000/78/EC),

男女差別禁止指令改正 (2002/73/EC) および財産・

サービス供給契約上の男女差別禁止指令 (2004/

113/EC) がそれであり, 前 3 者が雇用における

差別禁止に関係している｡ EC 指令はその内容の

国内法化を, 設定された期限までに EU 加盟国に

義務づける｡ 一般平等取扱法はこれらの EC 指令

を国内法化するための法律で, EC 指令に従った

内容となっている｡ したがって, 一般平等取扱法

の内容とその解釈は, これらの EC 指令および

EU 法と密接な関係を有している｡

EU における差別禁止に関してはローマ条約 13

条の役割が重要である4)｡ EU では 1990 年代に入

り, 社会生活や経済生活から排除されている者を

社会に統合するため, また, EU 域内での自由移

動を実現するためにも, 差別の排除が必要である

と指摘されるようになっていた｡ 当時, EU 条約

には差別禁止に関しては国籍を理由とする差別の

禁止 (ローマ条約 12 条) と男女同一賃金原則 (ロー

マ条約 141 条) があるのみで, 包括的な差別禁止

を目的とする規定は存在しなかった｡ そこで, 国

籍と性別だけでなく広く差別に対応するために,

1997 年にローマ条約 13 条が制定された (1999 年

発効)5)｡ ローマ条約 13 条によると, 欧州理事会

には, 全会一致がある場合に, 性別, 人種あるい

は民族的由来, 宗教もしくは信念, 障がい, 年齢

または性的指向に基づく差別に対応するための適

切な措置を講じる権限が与えられている6)｡

人種・民族差別禁止指令および雇用差別禁止指

令は, ローマ条約 13 条に基づいて 1999 年に欧州

委員会によって提案され, 2000 年に理事会の全

会一致により採択されている7)｡ 欧州委員会は,

1999 年に, 雇用における平等取扱原則を実現す

るための一般的枠組みを構築することを目的とす

る雇用差別禁止指令と, 雇用だけでなく民法上の

契約も対象とする人種・民族差別禁止指令, さら

に, EU において差別への対応をサポートするた

めの行動計画を提案した8)｡ 欧州委員会がこれら

を提案した理由は, 法の下の平等および差別から

の保護の権利はあらゆる人にとって普遍的な権利

であり, 差別に対して適切な行動をとることが重

要であること, EU 全域における雇用および社会

的保護や生活の水準の向上, 経済・社会的な連帯

の実現, 自由移動の促進等の EU の目的達成が,

差別によって阻害されていること等にあった9)｡

EU における人権意識の高まりと, 他方で, 差別

の排除を通じた雇用政策上の目的達成の要請が,

欧州委員会による提案をもたらしたといえる10)｡

また, EC 指令による積極的な効果については,

差別の排除は, 差別によってこれまで市場から排

除されてきた潜在的な能力を有する人材の確保や,

差別によらない適正な配置が雇用において要求さ

れることが企業の競争力の向上に資すること等を

通じて, 経済的な成長をもたらすとされている11)｡

EU が EC 指令という方法で加盟国に差別禁止を

要求したのは, 平等原則について共通する最低限

の法的保護を保障する必要があるからだとされて

いる｡

(2)EC 指令の内容

人種・民族差別禁止指令と雇用差別禁止指令案

は 2000 年に採択され12), 男女雇用差別禁止に関

する EC 指令の改正も 2002 年に採択された｡ こ

れらの EC 指令によると, ｢人種・民族的背景,

性別, 宗教若しくは信条, 障がい, 年齢または性

的指向を理由とする雇用差別｣ が, 公共部門およ

び民間部門において, 募集・採用から労働関係の

終了, および職業訓練の開始から終了の間, さら

に労働者団体または使用者団体への加入等におい

て禁止される｡

禁止される差別態様としては, 直接差別, 間接

差別, ハラスメントおよび差別を行うように指示
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することの 4 つが規定されている｡ 直接差別とは,

ある人が比較しうる状況で, 規定された事由に基

づいて他の人と比べて有利に取り扱われない, 取

り扱われなかった, または取り扱われないであろ

う場合に行われるとされる｡ また, 間接差別とは,

規定された事由を有する人に対して, 一見すると

中立的な規定, 基準または慣行が, 他の人と比べ

て特別な不利益を被らせるであろう場合に行われ

るとされる｡ ただし, これらの規定等が適法な目

的によって正当化され, その目的達成手段が適切

かつ必要である場合には, 間接差別に当たらない

とされている｡ 間接差別は直接差別とは異なり,

比例原則が適用されることにより, 広く正当化さ

れうるものとなっている｡ また, ハラスメントは

性別を理由とするものに限られない｡ なお, 差別

を行うように指示することは, 欧州委員会案では

規定されていなかったが, その後の議論による修

正を経て導入されるに至ったものである13)｡

EC 指令では, 例外的に差別が正当化される場

合として, 職業上の要請に基づく差別, 積極的是

正措置, 障がい者のための合理的な便宜および年

齢差別の例外が規定されている｡ 職業上の要請と

は, 差別事由が特定の職業活動の性質または遂行

の条件のために, 真正かつ決定的な場合には差別

とならないとするものである｡ これにも比例原則

の適用がある｡ また, 積極的是正措置は, 差別の

防止や差別に対する補償のために特別な手段を講

じることであり, 合理的な便宜とは, 使用者に不

相当な負担を課さない限りで, 障がい者の採用・

昇進等の促進のための適切な手段をとることで,

障がい者に対して特に定められたものである｡ さ

らに年齢差別の例外とは, 年齢を理由とする直接

差別は正当な雇用政策, 労働市場および職業訓練

目的を含む適法な目的によって正当化され, 比例

原則にも反しない場合には差別にならないとする

ものである｡ 例外の例として, EC 指令では(a)

若年者, 高年齢者および扶養義務者の職業への編

入促進または保護のための採用・職業訓練の開始

を含む雇用および職業に関する特別の条件の設置,

(b)雇用の開始または雇用に関係する一定の利益

の開始のために利用される年齢, 職業経験または

先任権の最低条件の設定, (c)当該労働ポストに

おける訓練の必要性や退職までに合理的な期間が

必要とされる場合の募集時の年齢上限の設定等が

挙げられている｡ このように年齢差別について非

常に広く例外が認められるのは, 年齢に関する異

別 (区別) 取扱は一定の事情の下では正当化され

うるものであるため, 加盟国の状況に沿った対処

が必要となるからである｡ このように EC 指令で

は, 差別は広く禁止されるものの, 障がい差別は

特に是正が進められるべきであるという点と, 年

齢差別は直接差別についても広く例外を認める点

に特徴がみられる｡

EC 指令によると, 以上の内容に加え, 被差別

者の証明責任の緩和措置, 差別禁止違反に対する

効果的で比例的かつ抑止的な制裁, さらに, 被差

別者の権利保護のための団体による援助を認める

こと等が要求される｡

(3)EC 指令に対する労使の反応14)

EC 指令に対しては, ドイツでも労働者団体お

よび使用者団体からの意見が出されている｡ ドイ

ツ労働組合総連合 (DGB) は, EC 指令によって

労働者の権利保護に問題はなく, おおむね賛成で

あるが, 規定内容の明確化, 組合独自の訴権の確

立, 募集採用差別における採用請求権の保障, ま

た, 企業内苦情処理機関の設置等のさらなる保護

を要求している｡

他方, ドイツ使用者団体 (BDA) は, 雇用差別

の禁止には全く異論がないとしながら, 次の点か

ら, EC 指令による雇用差別禁止に懐疑的な立場

をとっていた｡ 多くの EU 加盟国には, 包括的か

つ高度な労働者保護システムが存在し, それは一

定の社会的グループを保護することと結びついて

いる｡ EC 指令は個人主義的観点から機会の平等

を保障することを通じて, 労働法の保護規定の役

割を果たす｡ そのため, これまでドイツがとって

きた一定のグループの保護と EC 指令による個人

主義による平等とは合致せず, 現行の法制度に混

乱をもたらすことが懸念される｡ また, ドイツの

労働者は解雇に関してはすでに十分な法的保護を

受けており, 差別禁止によって保護を拡大する必

要性がない, 等である｡ このように使用者側は,

EC 指令による差別禁止を従来の法体系に組み入

れることに違和感をおぼえていたようである｡
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2 一般平等取扱法の制定

(1)2001年連邦司法省の議論草案15)(Diskussions-

entwurf)

ドイツでは, 一般平等取扱法が制定される以前

も, EC 指令の国内法化のための様々な立法提案

が行われていた｡

2001 年 12 月, 連邦司法省が人種・民族差別禁

止指令を国内法化するための草案を公表した｡ 人

種・民族差別禁止指令は労働法だけでなく民法上

の差別も禁止することから, ドイツ民法典 319a

条以下に差別禁止に関する規定を挿入するという

方法がとられた｡ 連邦司法省案は, EC 指令の国

内法化に際して, 平等原則の重要性について触れ

る｡ つまり, ドイツ基本法 3 条およびローマ条約

13 条の平等原則は, 人間の尊厳の結果としての

ドイツおよび EU における価値秩序の中心的な要

素であり, これは立法, 裁判所および行政におい

て尊重されなければならならない｡ ドイツでは私

人間における平等原則は民法の一般条項に基づい

て実現されるものの, 依然として差別は存在して

いる｡ したがって, このような平等原則の実現は

EC 指令の要求にこたえておらず, より明確な差

別禁止を私人間に義務づける必要があるとした｡

連邦司法省案では, 民法上の契約の締結から終

了にいたるまで, 性別, 人種・民族的背景, 宗教

あるいは世界観, 障がい, 年齢または性的指向を

理由とする直接差別, 間接差別およびハラスメン

トが禁止され, EC 指令に沿った例外が定められ

た｡ また, 差別禁止に対する救済として, 損害賠

償請求, 差別行為の差し止めまたは排除だけでな

く, 場合によっては契約の締結を請求できると定

められていた｡ 連邦司法省案に対しては, 契約の

自由がなくなってしまうとか, 民法上の契約当事

者に対して特定の思想が強要される等の批判がさ

れたようである16)｡ もっとも, 連邦司法省案は議

論の草案 (Diskussionsentwurf) であり, これは

建設的な批判を求めるもので確定的な案ではなかっ

たから, その後の立法作業は行われなかった｡ し

かし, 連邦政府が, 当時の法的状況が EC 指令の

要求を満たしていないという認識を有していたこ

とは明らかとなる｡

なお, 雇用差別禁止指令の国内法化が別途必要

とされていたので, 結局, 労働契約は連邦司法省

案の適用対象からはずされていた｡ 労働法に関す

る EC 指令の国内法化は 2005 年反差別法案によっ

て行われることになる｡

(2)2005 年 反 差 別 法 (Antidiskriminierungs-

gesetz) 案

2004 年 5 月, 差別禁止に関する EC 指令を国

内法化するために連邦家族省案が公表され, それ

は, 直ちに連邦政府によって統一的な反差別法と

してまとめられた｡ そして, 2004 年 12 月, 社会

民主党 (SPD) および 90 年連合/緑の党 (Bu�ndnis

90/Die Gru�nen) によって, 労働法および民法に

おける反差別法案が連邦議会に提出された17)｡ そ

の後, 反差別法案は修正を経て, 2005 年 6 月に

連邦議会で可決されたが, 同年 7 月に連邦参議院

の要求により両院協議会が招集された｡ そのうち,

同年 9 月の選挙により反差別法案は廃案となった

が, 反差別法案は一般平等取扱法の原型となった

ものである18)｡

同法案の立法者によれば, 反差別法案は EC 指

令を国内法化するものであるが, 実質的には, 法

の下の平等を保障する基本法 3 条 1 項と, ｢性別,

血統, 人種, 言語, 出身国, 出自, 信仰, 宗教お

よび政治的意見ならびに障がいを理由とする差別｣

を禁止する基本法 3 条 3 項による保護を改善する

ものと位置づけられる19)｡ 従来, ドイツでは差別

からの保護が十分ではなく, 差別が法律上禁止さ

れていても法的な救済はあまり利用されてこなかっ

たと指摘されている｡ その理由としては, ドイツ

では差別禁止の文化が日常的に存在していなかっ

た, ある行為が差別的であるのかについての自覚

がない, 法的救済の範囲が明確でないものもある

ので被差別者が訴訟を思いとどまること等が挙げ

られている20)｡ 他方, ドイツでは特定のグループ

に属する者, 特に, 女性, 移民, 障がい者または高

齢者の労働市場での地位が相当に悪化していると

指摘される (たとえば 55 歳以上の者と 20 歳未満の

者は, 通常非正規雇用関係で労働していること等21))｡

そして, 反差別法は特定のグループの者を社会に

統合していくために, 差別禁止によってこの状況

がすべて解決できるわけではないと留保しつつも,
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包括的な政策基礎として必要なものとされる22)｡

このように立法者によれば, ドイツにおいて反差

別法は, 差別禁止に関する法の不備の補正と保護

の強化, 特定のグループの保護のために必要であ

るとされるのである｡ もっとも, ここでは現に生

じている問題のうち反差別法によって具体的に解

決されるべき問題は何なのかは明確にされていな

いように思われる｡ また, 反差別法は, 被差別者

の個別的な保護を行う効果と, 多様性のある文化

を尊重し, 差別に反対するというドイツの政治的

意思を社会に知らしめる効果をもたらすとされ

る23)｡

なお, 反差別法は被差別者に損害賠償請求権を

広く認める点で EC 指令の要求を超えるものであ

り, そもそも官僚主義的で法規制の効果について

見通しが立たない等, 使用者団体からの批判を受

けていた24)｡ また, 反差別法は企業に新たな負担

を強いるもので, 雇用を妨げるような契約自由に

対する脅威であると批判されるが, これに対して

は, 差別禁止に取り組むと高い評価を受けられる

という企業にとっても積極的な効果がある, との

反論がなされている25)｡

(3)一般平等取扱法の制定

EC 指令の国内法化の期限は 2003 年にすでに

到来しており, 期限の延長が認められた障がい差

別および年齢差別についても 2006 年 12 月がその

期限であった｡ ドイツにおける EC 指令の国内法

化の達成状況について, EU 裁判所は, 2005 年 4

月には人種・民族差別禁止指令について26), 2006

年 2 月には雇用差別禁止指令について27), ドイツ

が国内法化の義務に違反していると判断しており,

ドイツではこれらの EC 指令の国内法化がいっそ

うの急務となっていた｡ そこで, 連邦政府は

2005 年反差別法案とほぼ同内容である一般平等

取扱法を含む EC 指令の国内法化のための法案を

2006 年 5 月 18 日に連邦参議院に28), 同年 6 月 8

日に連邦議会に29)それぞれ提出した｡ 同法案は,

同年 6 月 29 日に連邦議会で可決され, 同年 8 月

18 日に施行された30)｡ このように, 一般平等取扱

法は半年足らずの審議によって制定されたため相

当に粗いつくりの法律となっており, 同年 12 月

にはすでに編集ミス等の訂正を主とする改正が行

われている31)｡

Ⅲ 差別禁止立法は何をもたらそうとし
たのか

一般平等取扱法の制定の現実的なきっかけが

EC 指令の国内法化義務の期限切れであることは,

2005 年反差別法案の看板だけをすげかえて, わ

ずか半年で制定にこぎつけた一般平等取扱法の制

定状況をみれば明らかである｡ しかしこのことか

ら, ドイツでは差別禁止を EU 加盟国の義務とし

て国内法化しただけであり, 特に差別を禁止する

実質的必要性がなかったと即断すべきではない32)｡

一般平等取扱法の内容は 2005 年反差別法案を

若干変更したものにすぎず33), 立法理由も反差別

法のそれと酷似する｡ そのために, その目的につ

いても同様である｡ したがって, 立法者によれば,

一般平等取扱法は, 不十分な差別禁止法制の補充・

強化と特定のグループの保護のために必要である

とされている34)｡

EC 指令の制定経緯と国内法化のための一連の

対応で共通するのは, 平等原則は基本権として重

要であり, それは労働法においても実現されなけ

ればならないという基本的考えである｡ したがっ

て, 差別禁止をもたらす一連の EC 指令の国内法

化の取組みは, 労働法においても差別禁止が重要

であるということを明確化する意味合いを持って

いるといえる｡ 他方, 差別禁止は社会的・経済的

に弱い地位におかれている特定のグループを保護

することに役立つとされるものの, 今まさに差別

禁止によって解決されなければならない具体的な

法的問題についてはあまり明確にされていないよ

うである｡ そうすると, 一般平等取扱法による差

別禁止は, 不十分であった基本権たる平等原則を

労働関係においても実現するという重要な意味合

いを持つ反面, 他方で, 実際に解決されるべき問

題が明らかになっていないために, 現実に何をも

たらそうとしているのかは必ずしも明確ではない,

との評価ができよう｡
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Ⅳ 差別禁止によって何がもたらされる
のか

1 一般平等取扱法の内容と問題点

(1)一般平等取扱法の内容

一般平等取扱法は, 募集から労働関係の終了ま

で, 職業訓練等の開始, そして労働者団体, 使用

者団体または特定の職業グループに属する団体の

加入等について, ｢人種・民族的背景, 性別, 宗

教・世界観, 障がい, 年齢または性的指向を理由

とする差別｣35)を禁止する｡ ここに挙げられた事

由の内容についてみると36), 人種・民族的背景の

うち民族的背景は広い概念と捉えられるべきであ

るとされ, 人種, 皮膚の色, 血統, 国籍および国

民性がこれに含まれる｡ 宗教・世界観は相互に関

連しており切り離せないものと理解される37)｡ 性

別については, 妊娠・出産を理由とする差別も直

接差別として取り扱われる｡ 障がいとは肉体的機

能, 知的能力または精神的健康状態が, 高度の蓋

然性をもって 6 カ月以上その年齢に典型的な状態

とは異なり, そのために社会生活への参加が損な

われる場合 (社会法典第 9 編 2 条 1 項 1 文の定義)

をさしている｡ 性的指向は同性愛者やバイセクシャ

ルなどを含む｡ また, 年齢には上限も下限もない

ので, 若年者差別も禁止される｡ 禁止される差別

態様は EC 指令と同様, 直接差別, 間接差別, ハ

ラスメントおよび差別を行うように指示すること

であり, EC 指令のそれと変わるところはない｡

一般平等取扱法は民間部門だけでなく公的部門

にも適用され, 同法の適用対象となる被用者

(Bescha�ftigte(r)) には労働者, 職業教育を受ける

者, 労働者類似の者が含まれる｡ なお, 一般平等

取扱法の適用対象から解約告知が除外されている

し (2 条 4 項)38), 企業年金に関する差別も一般平

等取扱法の適用から除外されている (同条 2 項)｡

一般平等取扱法は前掲の事由に基づく差別を禁

止しており, これに違反する取り決めは無効とな

り, 差別は契約上の義務違反となる｡ また, 例外

的に差別が正当化される場合として, EC 指令と

同様に, 職業上の要請に基づく差別, 積極的是正

措置, 宗教または世界観による差別の例外および

年齢による差別の例外が規定されている｡ EC 指

令の定める障がい者のための合理的便宜は, 社会

法典第 9 編 81 条 4 項が規定する｡ 一般平等取扱

法も EC 指令と同様に年齢差別の例外を広く規定

しているが, 規定の明確化のためにより多くの例

が挙げられた (たとえば, 年金受給権取得時を定年

とするもの, 事業所組織法上の社会計画給付におけ

る年齢や勤続年数に応じた取扱等)｡

一般平等取扱法は, 使用者に対して労働者を差

別から保護するために必要な措置を講じる義務を

課す｡ また, 被差別者は使用者に対し損害賠償請

求ができるが, 財産的損害は, 使用者に差別につ

いて責任 (帰責性) がある場合にのみ請求が可能

であると規定されている｡ しかし, 非財産的損害

については責任に関する規定がないため, 差別に

ついて無過失の使用者にも賠償責任が生じうると

の批判がある39)｡

一般平等取扱法により労働者の権利保護のため

に労働者の立証責任が緩和され, 被差別者の利益

を代表する差別禁止団体 (Antidiskriminierungs-

verba�nde) の裁判上外における援助を受けること

ができる｡ また, 差別からの保護のための相談等

を行う差別禁止機関 (Antidiskriminierungstelle)

が連邦家族省に設置されている｡

(2)一般平等取扱法の問題点

一般平等取扱法については, すでにいくつかの

問題点が指摘されている｡ まず, 規定が抽象的す

ぎてその内容がわかりにくく, 当事者が利用しに

くいとされる40)｡ また逆に, 一般平等取扱法によっ

て認められる権利の濫用のおそれ, とくに募集・

採用段階で (ずる) 賢い労働者が損害賠償請求を

濫発するおそれがある, との指摘もある41)｡ より

大きな問題は, 前述したように, 一般平等取扱法

2 条 4 項が解約告知を適用除外している点である｡

これは明らかに EC 指令に反すると批判されてお

り42), 2 条 4 項の規定の存在にかかわらず, 一般

平等取扱法の差別禁止の観点から解約告知の有効

性判断を行う裁判例もあらわれている43)｡

(3)雇用差別に関する従来の法規制との関係

一般平等取扱法の制定前には, 基本法 3 条 3 項

のほかに, 性別, 障がいおよび年齢差別禁止に関

する法規制があったが, これらは変更される｡ ま
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ず, 性差別を禁止するドイツ民法典 611a 条以下

とセクシュアル・ハラスメントを禁止する従業員

保護法 (Bescha�ftigtenschutzgesetz) は, 一般平等

取扱法によって置き換えられるため, 廃止される｡

内容上の変更はない｡ 障がい差別に関する法規制

として, 社会法典第 9 編 81 条があるが, 同条は

一般平等取扱法にいう障がい者よりも重度の障が

い者を対象とするものであり, 適用対象範囲が狭

い｡ したがって, 障がい差別を禁止する規定 (同

条 2 項) は, 一般平等取扱法に置き換えられるた

めに廃止されるが, EC 指令の合理的便宜に該当

する重度障がい者の能力活用のための使用者に対

する請求権に関する規定 (4 項) は残る｡ 障がい

差別は従来よりも保護範囲が広がる｡ 年齢差別に

ついては, 事業所組織法 75 条 1 項 2 文は使用者

および事業所委員会に対して, 当該事業所に所属

する労働者が一定年齢を超えたことを理由に不利

益に取り扱われないよう配慮する義務を課してい

る｡ これは事業所組織法上の義務であり, 被差別

者はこの義務違反を理由に直ちに損害賠償請求権

を得られない｡ この規定は, 事業所における一般

的な差別禁止について定める事業所組織法 75 条

1 項 1 文に取り込まれることになった｡

一般平等取扱法に挙げられた他の事由に基づく

差別を禁止する法規制はなかった｡ そのため年齢

やその他の事由による差別については全面的に新

たな法規制が加えられることになった｡

2 一般平等取扱法が与える実際への影響

一般平等取扱法が与える実際への影響につい

ては, 法施行後まだ日が浅いので十分な経験の積

み重ねは見られない｡ そこでこの間に出されたい

くつかの裁判例をみることにしたい44)｡ 裁判例は

年齢差別に集中している｡

EC 指令を国内法化する一般平等取扱法にとっ

て, EC 指令に関する EU 裁判所判決も重要とな

る45) ｡ そのような EU 裁判所判決として,

Mangold 事件判決がある46)｡ ドイツでは労働契約

に期間を定めるには客観的・合理的な理由が必要

とされるが, 同事件は, 満 52 歳以上の労働者と

の労働契約については高年齢者の雇用を促進する

ために客観的・合理的な理由がなくても期間を設

定できるとするパート・有期労働契約法 14 条 3

項が年齢差別禁止に違反するのかについて争われ

た事例である｡ この事件では, 実質的に EC 指令

に従った判断が行われている｡ これによると, 本

件のパート・有期労働契約法 14 条 3 項の規定目

的は正当化され, 目的達成のための手段の選択に

ついて EU 加盟国には広い裁量が認められるが,

本件では, 52 歳以上の労働者が公的年金受給権

を取得するまで無制限に有期労働契約が更新され,

その間解雇制限法による保護を受けられなくなる

ことは, 目的達成手段が不適当であるとして, 上

記条文は年齢差別禁止に違反するとされた｡ 判決

の後, 同条文は改正されることになり, 有期契約

の開始の直前に少なくとも 4 カ月間失業している

労働者という要件が本件規定に付加された47)｡

Mangold 事件判決は, 一般的な差別禁止立法が

ドイツ労働法に大きな影響をもたらす一事例であ

る｡

パイロットに関する 60 歳定年制の有効性が年

齢差別禁止の観点から争われた事案がある｡ 同判

決では, パイロットに関する 60 歳定年制は, 高

度の能力を要求されるパイロットについては加齢

による労働能力の低下によって生じうる損害が大

きく, 乗客, 乗組員および飛行区域の住民の生命・

健康に危険を及ぼすおそれがあるため, こうした

危険を防止する (航空交通の安全確保) 目的は,

年齢差別禁止のもとでも正当化され, 目的達成手

段も適法であるとされている48)｡ パイロットに関

する定年制の従来の判例では, 本件と同様, 航空

交通の安全確保を目的とするため有効とされてい

る49)｡ したがって, この点では一般平等取扱法の

影響はないことになる｡

またある自動車会社での事例で, 経営上の理由

による大量解雇の手続において労働者を 10 歳ご

とのグループに分け, 各グループごとに解約告知

対象者が選択された事案において, 本来, 経営上

の理由による解約告知の人選では, 年齢や勤続年

数の高い者ほど保護されるところ, 本件のような

グループ分けによってこうした保護が受けられな

かった労働者に対する解約告知が, 年齢差別禁止

に違反し無効であるかについて争われている｡ 複

数の裁判が並行しているが, これについては裁判
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所によって意見が分かれている｡ すなわち, 一方

では, 一般平等取扱法 2 条 4 項にかかわらず, 解

約告知も一般平等取扱法の観点に照らした有効性

判断がなされなければならないとされ, 本件グルー

プ分けは事業所の労働者全体の合理的な年齢構成

を維持するために行われるもので正当化されるが,

目的達成手段の正当性について具体的な証明がな

されないとして解約告知を無効とする判決があ

る50)｡ しかし他方では, 目的達成手段の正当性に

ついて具体的な証明がなくても解約告知は有効に

なるとする判決もある51)｡ 一般平等取扱法の制定

以前は, 本件のような合理的な年齢構成の維持を

目的としたグループ分けは有効とされてきたが,

ここでは目的達成手段の判断において結論が分か

れたようである｡

このように, 一般平等取扱法に基づく差別禁止

について争われた裁判例はまだまだ少ないものの,

今までのところでは, 年齢差別に関する事案が争

われることが多く, 従来の判例と同様の判断をす

るものもあればそうでないものもあるという状況

にある｡

3 差別禁止は実際に何をもたらしたのか

一般平等取扱法の制定により, 法制度の上で

は従来よりも広範な差別禁止規制が整えられたこ

とは疑いない｡ しかし, 一般平等取扱法の解釈適

用によっては, 一般平等取扱法がドイツ労働法に

実際に与える影響は大きなものとはならないとも

いえる｡ このことは, 少ない裁判例からではある

が, 差別禁止の観点に基づいても従来の判例と同

じ理由付けで同様の結論をもたらすものが存在す

るからである｡ 他方で, これとは逆に, Mangold

事件判決のように法律の規定すら無効とするほど

の強力な法規制として, ドイツ労働法に大きな影

響を与える場合もある｡ これは年齢差別に関する

もので, ドイツでも一般平等取扱法は年齢差別の

分野で最も効力を発揮すると考えられているよう

である｡

このように見てくると, 一般平等取扱法による

差別禁止は, 実際にはある行為の有効性判断にお

ける一つのハードルとなるだけで, 強力な法規制

とはなってはいないといえる｡ もっとも, 本稿で

みた裁判例は差別禁止の例外を広く認めるために,

常に例外該当性判断がつきまとう年齢差別に関す

るものであるから, これは当然の帰結といえる｡

そのため, 例外を広く認めていない他の差別にも

同様のことがあてはまるとは考えにくい｡ 年齢差

別以外の問題については, 裁判例もまだ少ないこ

とから, 一般平等取扱法による差別禁止がドイツ

労働法に実際に何をもたらすのかは, 現在のとこ

ろ明確にするのは難しい｡

Ⅴ ま と め

1 一般平等取扱法制定の背景と課題

ドイツは 2006 年 8 月に一般平等取扱法によっ

て, 性別, 障がい, 年齢等の一定の限られた事由

ではあるが, 募集から労働関係の終了という労働

にかかわる全ステージについて, 包括的に雇用差

別が禁止されるに至った｡ ドイツで包括的な雇用

差別禁止法が制定された現実的な背景としては,

ドイツ人による雇用差別禁止の実現に向けた声の

高まりという国内からの要求ではなく, むしろ雇

用差別禁止を EU において実現しようとする EU

(EC 指令) の要請が強かったといえる｡ しかし,

ドイツにおいても, 女性, 移民, 障がい者, 高齢

者等の一定のグループの者が労働市場において低

い地位にあり, この状況は雇用差別を包括的に禁

止することによって改善されると考えられてい

る52)｡ また, 基本法 3 条は平等原則を基本権とし

て保障しているため, ドイツで雇用差別禁止法を

導入する意義は否定できないであろう｡

一般平等取扱法という形での雇用差別禁止の導

入による具体的な意義については, 現在のところ

評価することはまだ困難である｡ 一般平等取扱法

が施行されて 1 年半あまりが経過したが, 実際の

ところ, 一般平等取扱法に関する法的紛争は非常

に少なく, 施行後 1 年を過ぎた時点の調べでは,

それはすべての労働裁判手続のうち, 0.1 ないし

0.3％を占めるにすぎない53)｡ この結果から, 一

般平等取扱法による差別禁止が, 少なくとも今の

ところはドイツ労働法においてそれほど重要な役

割を担っていないともいえよう｡ その要因の一つ
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として, 一般平等取扱法は差別禁止によって解決

されるべき問題をうまく描ききれておらず, また,

一般平等取扱法の内容自体も不明確で, 解釈の余

地を多分に残していることを挙げることができる｡

雇用における差別禁止の重要性を否定する者はい

ないであろうが, 一般的な差別禁止が重要な役割

を担っていなかったところに法律によって導入す

る場合には, 差別問題の正確な把握と法の適用を

容易にするための規制内容の明確化が必要となる

といえる｡ そのためには, 差別禁止による保護対

象と従来の法規制による保護対象との関係の整理

が必要となるが, 一般平等取扱法の立法者はこの

点を怠っていたように思われる｡

しかし, 長期的な視点でみると, 雇用差別を禁

止することは, ドイツにおいても社会における一

定のグループの者の不利益を除去することに役立

つのではないだろうか｡ 無意識的に行われていた

り, 救済される方法がわからずに表に出てこない

ような潜在的な雇用差別を解消することが, 一般

平等取扱法によって可能となる｡ 従来性差別を除

き法の射程から外れていた採用差別については,

一般平等取扱法による影響が明確に現れることに

なろう54)｡

2 日本法への示唆

日本では, 雇用差別禁止に関する法規制とし

ては, 労基法 3 条, 4 条, 雇用機会均等法, 雇用

対策法 10 条等があるものの, 包括的な雇用差別

禁止法は存在していない｡ これは, 一般平等取扱

法制定以前のドイツの状況によく似ている｡ そこ

で, 日本でかりに包括的な雇用差別禁止法を導入

する場合, ドイツの一般平等取扱法の制定という

包括的な雇用差別禁止法の導入の状況から学び取

る点もいくつかある｡

長期的な視点でみると, ドイツと同様, 潜在的

な雇用差別が明らかとされるために有用なものと

して機能すると思われる｡ これは, 雇用機会均等

法が裁判例とあいまって, 長年かけて雇用におけ

る男女差別問題を明らかにし, 法的な救済を少し

ずつ広げてきたことからも指摘できよう｡

判例55)によれば, 労基法 3 条は募集・採用には

適用されず, 使用者は広範な採用の自由を有して

いる｡ また募集・採用時について, 雇用機会均等

法 5 条は性差別を禁止し, 雇用対策法 10 条は年

齢差別を禁止するが, その違反の法的救済につい

ては法文上明確にされていない｡ このことを考え

ると, 労働関係の開始から包括的に雇用差別を禁

止する立法がなされることは, 募集・採用慣行に

大きな影響を与えると考えられる｡ もっともこの

場合, 従来判例で認められてきた採用の自由と包

括的な雇用差別禁止立法との抵触, すなわち, 契

約の自由と平等原則の実現の対立が生じるため,

両者の関係の法的整理があらかじめ行われなけれ

ばならない56)｡ また募集・採用以外の問題につい

ては, 現行労働法の保護領域と雇用差別禁止によっ

て救済される領域をある程度整理しておかなけれ

ば, 労使双方にとって, 包括的な差別禁止の実効

性は失われるおそれがあるといえる｡
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